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塘 誠
１． はじめに
フィンランドは，製紙，パルプなど森林資源を活用した産業構造から，国を
挙げた支援により，ハイテク国家への産業構造の転換を図っている。欧州にあ
っては，小国でありながら高い成長と比較的低い失業率を達成していることで
も知られる。
そこで，本稿では，まずフィンランドがどのようにして国家の競争力を高め
ようとしているのかについて，政府の政策の観点から，R&D 政策，教育制度，
そして税制について分析する。さらに，日系企業がフィンランドでどのような
活動をしているのかについて述べる。その上で，フィンランドにおける政策と
企業活動の関連性について，効果と課題について考察する。
２． フィンランドの概要
２０１０年のフィンランドの人口は，５，３７５千人であり，１２８，０５０千人である日
本の１／２４（４．２％）程度の人口しか有していない（図表１）。過去２０年間の平
均増加率（幾何平均）をみると，フィンランドが０．３８％，日本が０．１８％と両
国とも微増にとどまる。
このようにフィンランドは，小国であるものの，World Economic Forum が
毎年報告している「国際競争力ランキング (The Global Competitiveness Report)
2011-2012」では４位であり，日本（９位）よりも上位にある（図表２）。
この国際競争力ランキングの上位１０カ国について，ビジネスをするにあた
ってもっとも問題になる要素 (The most problematic factors for doing business)
を抜き出し，指標の平均値が大きい順番に並べたものが図表３である。これに
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よると，税率，制限的労働規制，政府官僚機構の非効率性，税規制，資金調達
が上位５項目である。フィンランドはこの５項目がそのまま上位を占めている。
現在，企業レベルだけでなく，国家間でも競争が行われている。国家の競争
力を高めるために，国は様々な政策を実施している。たとえば，教育政策，金
融市場の整備，法人税の引き下げ，イノベーション促進のための企業支援等が
ある。
このような政策と環境により，資本主義はいくつかに分類できるとされる。
たとえば，Amable [2003] の『５つの資本主義』では，資本主義のモデルを５
つに分類している。具体的には，資本主義ベース型資本主義，アジア型資本主
図表１ フィンランドと日本の人口推移
（単位：千人，倍）
年 フィンランド (F) 日本 (J) (J) / (F)
１９９０ ４，９９８ １２３，６１１ ２４．７
１９９５ ５，１１６ １２５，５７０ ２４．５
２０００ ５，１８１ １２６，９２６ ２４．５
２００５ ５，２５５ １２７，７６８ ２４．３
２０１０ ５，３７５ １２８，０５６ ２３．８
２０１０／１９９０ １．０７５ １．０３６
平均増加率 ０．３６％ ０．１８％
出典：Statics Finland (http://www.stat.fi)，
総務省統計局(http://www.e−stat.go.jp)
図表２ 国際競争力ランキング
国 名 ２０１１－２０１２ ２０１０－２０１１
スイス １ １
シンガポール ２ ３
スウェーデン ３ ２
フィンランド ４ ７
米国 ５ ４
ドイツ ６ ５
オランダ ７ ８
デンマーク ８ ９
日本 ９ ６
英国 １０ １２
出典：The Global Competitiveness Report 2011-2012
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義，大陸欧州型資本主義，社会民主主義型資本主義，地中海型資本主義の５つ
である。本稿で取り上げるフィンランドは社会民主主義型資本主義，日本はア
ジア型資本主義に分類される。
資本主義を５つに分類するにあたっては，製品市場，労働市場の統合からス
タートし，順に雇用政策，金融部門，福祉システム，教育システムという要素
を加えた５つのモデルで分析している。この５つのモデルでフィンランドと日
本は一度も同じクラスターに分類されていない。
製品市場が統治ないし規制されている点，金融市場が銀行ベース型金融シス
テムである点，規制された労働市場である点で，日本とフィンランドは共通し
ている。一方，福祉の軸では，アジア型資本主義と社会民主主義型資本主義と
は対局に位置づけられている。社会民主主義型資本主義では，社会保障が普遍
主義的であるのに対し，アジア型資本主義では限定的で低水準の社会保障しか
保証されていない。教育システムでも，社会民主主義型資本主義では，公的教
育システムが中心で高等教育への公的支出が高いのに対し，アジア型資本主義
では，私学による高等教育システムとして位置づけられている。
以下では，国際競争力調査におけるビジネス阻害要因ならびに５つの資本主
義で経済モデルを規定する要因としてあげられているもののうち，研究開発促
進政策，教育システムおよび税制について分析することにする。
３． フィンランドの R&D 政策と経済成長及び産業構成の変化
１） R&D の GDP 比率の分析
OECD の「Science, Technology and Industry Scoreboard」が発表している研究
開発費の対 GDP 比率の上位国のリストは，図表５の通りである。２００９年には，
図表４『５つの資本主義』におけるフィンランドと日本の分類
フィンランド 日 本
製品市場，労働力市場 （Ａ） ２ ３
（Ａ）＋雇用政策 （Ｂ） ２ ３
（Ｂ）＋金融部門 （Ｃ） ３ ５
（Ｃ）＋福祉システム （Ｄ） ２ ６
（Ｄ）＋教育システム （Ｅ） ５ ２
出典：Amable [2003]，邦訳書 p. 201表５．１から抜粋
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フィンランドは，３．９６％と OECD 加盟国の中で２位である。これは，EU２７
カ国の平均１．９０％と比較して約２倍である。ただし，人口が５３０万人と小国
であるため，OECD 諸国における研究開発費の比率は０．７７％とウェイトは高
くない。
フィンランドの R&D の GDP 比率は，図表５に示すとおり，１９９０年までは
OECD 平均よりも下回っていた。また，１９９５年以前は日本より下回っていた。
しかし，２００９年時点では OECD 平均を超え，かつ日本を上回っている。これ
は，フィンランドが１９９０年代以降，徐々にではあるものの着実に研究開発費
を増加し続けてきた結果であることを示している。
フィンランドの研究開発支援事業は，１９７６年に設立されたフィンランドの
独立記念基金 SITRA（シトラ）がはじまりであるとされる。これは，１９９０年
までフィンランド銀行の管轄下にあり，その後，フィンランド議会の管轄下に
図表５ 主要国における R&D の GDP 比率
１９９９ ２００９
OECD 合計に
対する割合
イスラエル ３．５２ ４．２８ ０．９８
フィンランド ３．１７ ３．９６ ０．７７
スウェーデン ３．５８ ３．６２ １．３９
韓国（１９９９，２００８） ２．１７ ３．３６ ４．５５
日本 ３．０２ ３．３３ １５．４０
デンマーク ２．１８ ３．０２ ０．６４
スイス（２０００，２００８） ２．５３ ３．００ １．０９
米国（１９９９，２００８） ２．６４ ２．７９ ４１．２４
ドイツ ２．４０ ２．７８ ８．４８
オーストリア １．９０ ２．７５ ０．９２
アイスランド（１９９９，２００８） ２．３０ ２．６４ ０．０３
OECD（１９９９，２００８） ２．１６ ２．３３ １００．００
オーストラリア（２０００，２００８） １．４７ ２．２１ １．９４
フランス ２．１６ ２．２１ ４．７９
ベルギー １．９４ １．９６ ０．８０
カナダ １．８０ １．９２ ２．５１
EU２７ １．７２ １．９０ ３０．４７
出典：OECD Science, Technology and Industry Scoreboard 2011, “Gross do-
mestic expenditure on R&D, 1999 and 2009”, (29-Aug-2011),
(http://statlinks.oecdcode.org/922011041P1G065.XLS)
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なった。そこでは，当初，国内における発明，新技術開発，それに付随する企
業，大学，研究所で行われる研究事業に対して補助金を交付していた。しかし，
１９８３年に技術開発センター TEKES（テケス）が設立され，補助金事業が移管
された。そこで，１９９０年頃からシトラは，ベンチャー・キャピタルを業務と
することになり，さらに，２００４年以降は，ベンチャー・キャピタルの分野を
絞り，環境，新しい保険ケアなどのプロセス化と製品化のプログラムに事業を
シフトしたという。一方，前述のテケスは，１９８０年代当初は，情報技術とマ
イクロ・エレクトロニクスの分野における研究開発に資金供給を行っていたも
のが，社会福祉，保険分野に拡大したという１）。
このほか，フィンランド企業の国際化をサポートする協会であるフィンプロ，
政府系のベンチャー・キャピタルであるフィニッシュ・インダストリー・イン
ベストメント，基礎研究開発支援を行うフィンランドアカデミー，サイエンス
パーク，大学などが研究開発の推進に役立っているという（矢田 [2006]，百瀬
[2008]）。
１） シトラ及びテケスに関する記述は，タイパレ [2008] の PP. 172-174，エスコ・アホ「シト
ラ・フィンランド独立記念基金」ならびに pp.1 75-177の，マルッティ・アフ・ヘウリン「テ
ケス・フィンランド技術庁」の各記述に基づく。
図表６ フィンランドと日本における R&D の GDP 比率推移
フィンランド 日 本 OECD
１９８１ １．２ ２．１ ２．０
１９８５ １．６ ２．６ ２．３
１９９０ １．９ ２．９ ２．３
１９９５ ２．３ ２．８ ２．１
２０００ ３．４ ３．０ ２．２
２００５ ３．５ ３．３ ２．２
２００６ ３．５ ３．４ ２．２
２００７ ３．５ ３．４ ２．３
２００８ ３．７ ３．４ ２．３
２００９ ４．０ ３．３ ２．３
２０１０ ３．９
出典：OECD Science, Technology and Industry Scoreboard 2011,
“Gross domestic expenditure on R&D”, (27 April 2011) 各
年版で作成
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２） GDP
２００９年のフィンランドの国内総生産 (GDP) は，２３８十億ドルであり，５，０６９
十億ドルである日本の１／２１（４．７％）程度である。過去１９年間の平均増加率
（幾何平均）をみると，フィンランドが２．８８％，日本が２．７０％と両国とも増
加している。しかし，その間のデータをみるとフィンランドでは，１９９０年か
ら１９９３年まで GDP は－９．８％，－１２．１％，－２０．７％と２桁の低下率を示し，
図表７ フィンランドと日本の GDP 推移
GDP （十億ドル） 一人当たり GDP （千ドル）
フィンランド 日 本 フィンランド 日 本
１９９０ １３９ ３，０５８ ２７．８ ２４．８
１９９１ １２５ ３，４８５ ２５．０ ２８．２
１９９２ １１０ ３，７９６ ２１．９ ３０．６
１９９３ ８７ ４，３５０ １７．３ ３４．９
１９９４ １０１ ４，７７９ １９．８ ３８．２
１９９５ １３１ ５，２６４ ２５．６ ４２．０
１９９６ １２８ ４，６４３ ２５．０ ３６．９
１９９７ １２３ ４，２６２ ２３．９ ３３．８
１９９８ １３０ ３，８５７ ２５．２ ３０．５
１９９９ １３０ ４，３６９ ２５．２ ３４．５
２０００ １２２ ４，６６７ ２３．５ ３６．８
２００１ １２５ ４，０９５ ２４．０ ３２．３
２００２ １３５ ３，９１８ ２６．０ ３０．８
２００３ １６４ ４，２２９ ３１．５ ３３．２
２００４ １８９ ４，６０６ ３６．１ ３６．２
２００５ １９６ ４，５５２ ３７．３ ３５．７
２００６ ２０８ ４，３６３ ３９．５ ３４．２
２００７ ２４６ ４，３７８ ４６．６ ３４．４
２００８ ２７０ ４，８８７ ５１．０ ３８．４
２００９ ２３８ ５，０６９ ４４．７ ３９．９
２００９／１９９０ １．７１４ １．６５８ １．６０１ １．６０７
平均増加率 ２．８８％ ２．７０％ ２．５１％ ２．５３％
出典：UN，「The National Accounts Main Aggregates Database」，
(http://unstats.un.org/unsd/snaama/dnlList.asp)
対前年増加率がマイナスの年を網掛けで表示している。
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１９９３年には８７十億ドルとなっている。翌１９９４年から反転し，その後は２００８
年までほぼ一貫して増加している。
３） フィンランドの輸出入と輸出品目構成
フィンランドの輸出入の推移は，図表８の通りである。輸出額の伸びでみる
と，１９８０年代の１０年間で約２倍に，１９９０年代の１０年間で約３倍になってい
る。２０００年代は２００７年から２００８年にかけてピークであったが，２００８年のリ
図表８ フィンランドの輸出入の推移
（単位：百万ユーロ）
年 輸 入 輸 出 貿易収支
１９７０ １，８６２ １，６２９ ―２３３
１９８０ ９，７９７ ８，８７９ ―９１８
１９９０ １７，３２７ １７，０４２ ―２８５
１９９１ １４，７５７ １５，６１５ ８５７
１９９２ １５，９６９ １８，０７４ ２，１０５
１９９３ １７，３５１ ２２，５５６ ５，２０５
１９９４ ２０，２７４ ２５，９２８ ５，６５４
１９９５ ２１，６２１ ２９，６０５ ７，９８３
１９９６ ２３，８３６ ３１，３３９ ７，５０４
１９９７ ２７，０７７ ３５，７９７ ８，７２０
１９９８ ２９，０６６ ３８，７７９ ９，７１３
１９９９ ２９，６９１ ３９，２４６ ９，５５４
２０００ ３６，８３７ ４９，４８４ １２，６４７
２００１ ３５，８９１ ４７，８００ １１，９１０
２００２ ３５，６１１ ４７，２４５ １１，６３４
２００３ ３６，７７５ ４６，３７８ ９，６０４
２００４ ４０，７３０ ４８，９１７ ８，１８７
２００５ ４７，０２７ ５２，４５３ ５，４２６
２００６ ５５，２５３ ６１，４８９ ６，２３７
２００７ ５９，６１６ ６５，６８８ ６，０７２
２００８ ６２，４０２ ６５，５８０ ３，１７８
２００９ ４３，６５５ ４５，０６３ １，４０９
２０１０ ５１，８９９ ５２，９１５ １，０１５
出典：National Board of Customs, Finland
対前年増加率がマイナスの年を網掛けで表示している。
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ーマンショックによる世界的な金融危機の影響からか２００９年，２０１０年は落ち
込んでいる。ただし，貿易収支は１９９１年以降，毎年黒字となっている。
宮川 [2010] の分析によると，フィンランドは１９８５年から１９９０年までが金
融自由化，原油価格下落，木材関連製品市況の好転，金融緩和がもたらしたバ
ブル期で，１９９１年から１９９３年はバブル崩壊に伴う不況期であったという。バ
ブル崩壊時には，政府は金融引き締め策をとり，当時のフィンランド通貨であ
ったマルカの切り下げを１９９１年に行い，さらに１９９２年に変動相場制に移行し
た。さらにその後，所得税の減税等も行っている。
これらの政策で輸出が回復し，図表８で示すとおり，２０００年に輸出額が４９
十億ユーロとなり，貿易収支も１３十億ユーロと過去最高となっている。これ
は，重工業，金属，紙，パルプといった産業資源中心の産業に加え，IT 産業
が新たに誕生したことが一因であると考えられる。たとえば，図表９でフィン
ラドの輸出構成品目の変化をみると，１９９０年に３１％であったパルプ紙製品の
比率が１９９９年には２３％に低下する一方，電子機器は１９９９年の１１％が２０００
年には３１％に増加している。これは，携帯電話事業で世界的企業となったノ
キアなどの産業が育ったことによると考えられる。
しかし，電子機器はその後徐々に低下し，２０１０年にはピークの半分の１５％
に低下している。これは，電子機器メーカーが，海外での生産を行うようにな
ったことも一因であると考えられる。その代わり，ケミカルや機械・金属のウ
ェイトが増加している。これらが牽引して輸出額は伸びているものの貿易収支
の黒字額は２０００年からほぼ一貫して低下している。
このような産業構造の変化は，世界的にも高レベルの R&D 支出，シトラや
テケス等の政策が効果を及ぼしたと考えられる。
図表９ フィンランドの輸出品目構成（％）
１９８０ １９９０ ２０００ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０
パルプ・紙 ３０ ３１ ２６ ２０ ２０ １９ １７ １９ ２０
ケ ミ カ ル １１ ９ １１ １３ １４ １４ １６ １７ ２０
金属・機械 １８ ２４ ２５ ３１ ３４ ３６ ３６ ３３ ３４
電 子 機 器 ４ １１ ３１ ２８ ２５ ２３ ２４ ２１ １５
そ の 他 ３７ ２５ ７ ７ ８ ８ ８ １０ １１
出典：２０００年度以降，TULLI, “Foreign Trade Pocket Statistics” 各年版
(http://www.tulli.fi/en/finnish_customs/statistics/publications/pocket_statistics/index.jsp)
１９８０年，１９９０年は寺岡 [2001]，p. 35図表２－３より引用
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４． フィンランドの教育制度と若年層の失業率
１） フィンランドの教育制度
OECD が実施している生徒の学習到達度調査（PISA 調査）は，義務教育修
了段階の１５歳児が持っている知識や技能を，実生活の様々な場面でどれだけ
活用できるかをみるものであり，読解力，数学的リテラシー，科学的リテラシ
ーについて調査が行われている。図表１０は，過去４回にわたる PISA 調査の
各分野におけるスコア順位の推移を示している。これをみると，フィンランド
は，各年とも３つの分野において概ね上位３位以内であり，義務教育修了時点
で総合的に高い学習到達度となっているといえる。
また，フィンランドでは，義務教育終了後は高校（ルキオ），職業学校とい
った高等教育機関に進む。このうち，職業学校への進学は若者に人気がないと
いう（タイパレ [2008]，p. 165）。また，図表１１に示すように，フィンランド
図表１０ フィンランドと日本の PISA 調査の順位推移
調査年 読解力 数学的リテラシー 科学的リテラシー
フィンランド ２００９ ３ ６ ２
２００６ ２ ２ １
２００３ １ ２ １
２０００ １ ４ ３
日 本 ２００９ ８ ９ ５
２００６ １５ １０ ６
２００３ １４ ６ ２
２０００ ８ １ ２
出典：OECD “PISA 2009 Results”, (http://www.oecd.org/edu/pisa/2009).
図表１１ フィンランドと日本の OECD 調査による高等教育機関の授業料
（単位：US $）
割 合 授 業 料
公立学校 公営私立 私立学校 公立学校 公営私立 私立学校
フィンランド ８２ １８ ― 無料 無料 ―
日 本 ２５ ― ７５ ４，６０２ ― ７，２４７
出典：OECD “Education at a Glance 2011”
(http://www.oecd.org/dataoecd/61/13/48631028.pdf)
公営私立は，「Government-dependent private institutions」の訳
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では高等教育機関の授業料は公立学校，公営私立学校ともに無料となっている。
さらに，高等教育機関だけではなく，大学院までの学校教育が全て無料となっ
ている。
フィンランドの教育で特徴的なのは，柔軟性な就学システムである。高等教
育機関に進学する前に，希望すれば基礎学校の在学期間を延ばすことができた
り，高校（ルキオ）では，無学年単位制を採用したりして生徒一人一人のニー
ズに合わせた教育の提供を行っている（百瀬 [2008]，pp. 194）。
大学は，欧州高等教育圏の構築を目指すボローニャ・プロセスによる，学士
３年，修士２年を標準とする学位制度が導入されたものの，現実には多くの学
生がこの期間を超えて在学しているという（百瀬 [2008]，pp. 195 196）。また，
フィンランドでは，徴兵制を採用しており，全ての１８歳以上の男性が６カ月
～１年の兵役義務を有している。これは，１８歳から２８歳までの間に履行すれ
ばよい。このような無料で柔軟な就学制度，徴兵制などのためフィンランド学
生が就業する時期は遅くなっているという。
２） 若年層の失業率
フィランドの失業率は，図表１２の通りである。１５－７４歳の階層では２０００
年以降，１０％以下となっている。しかし，１５－２４歳の若年階層で２０％前後の
失業率となっている。
図表１２ フィンランドの年齢別失業率（％）
年 １５－７４ １５－６４ １５－２４ ２５－３４ ３５－４４ ４５－５４ ５５－６４
２０００ ９．８ ９．８ ２１．４ ９．７ ７．４ ７．３ ９．１
２００１ ９．１ ９．２ １９．８ ９．０ ６．７ ６．８ ９．１
２００２ ９．１ ９．２ ２１．０ ８．９ ６．５ ６．９ ８．２
２００３ ９．０ ９．１ ２１．８ ８．７ ６．５ ６．７ ７．６
２００４ ８．８ ８．９ ２０．７ ８．４ ６．８ ６．８ ７．３
２００５ ８．４ ８．５ ２０．１ ７．６ ６．５ ６．４ ６．９
２００６ ７．７ ７．８ １８．７ ６．９ ５．４ ６．１ ６．８
２００７ ６．９ ６．９ １６．５ ６．２ ５．０ ５．０ ６．３
２００８ ６．４ ６．４ １６．５ ５．８ ４．５ ４．４ ５．４
２００９ ８．２ ８．４ ２１．５ ８．２ ５．７ ６．１ ６．２
２０１０ ８．４ ８．５ ２１．４ ７．７ ６．３ ６．５ ６．５
出典：Statics Finland (http://www.stat.fi)
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前項の通り，フィンランドでは，教育に力を入れていることもあり，義務教
育修了時点では高い教育レベルに達している。フィンランドでは，各人の教育
レベルが高いことを反映してホワイトカラー志向が強い一方，１５－２４歳の失
業率が２０％に達しており就職の機会に恵まれない学生も多いという。フィン
ランドの大学関係者へのインタビューによると，そういう学生は，大学院まで
授業料が無料であり在籍し続けられることもあり，希望の職が見つかるまでな
かなか職に就かない側面があるとのことである。高い教育レベルだけでは十分
ではなく，その能力を活かす職場の創出が課題であると考えられる。
５． 税制の国際比較
１） 法人税実効税率の比較
図表１３は，国際競争力調査上位１０カ国における法人税の実効税率について，
２０００年から２０１０年の変化を比較したものである。平均値は，２０００年の３３．９％
から２０１０年の２７．９％に約６ポイント低下している。図表３において国際競争
力調査の競争力阻害要因で税率が問題とならなかったスイスとシンガポールは，
図表１３で示すように法人税がそれぞれ２１．２％，１７．０％と他よりも低い。ヨー
ロッパ諸国で見ると，２０００年に５１．６％で当時一番法人税が高かったドイツも
２２．１９ポイント引き下げて２９．４％と２０％台になり，他の近隣諸国とそう変わ
図表１３ 主要国の法人税実効税率比較（％）
２０００ ２０１０ 差（２０１０－２０００）
ス イ ス ２５．１ ２１．２ ―３．９３
シンガポール ２６．０ １７．０ ―９．００
スウェーデン ２８．０ ２６．３ ―１．７０
フィンランド ２９．０ ２６．０ ―３．００
米 国 ４０．０ ４０．０ ０．００
ド イ ツ ５１．６ ２９．４ ―２２．１９
オ ラ ン ダ ３５．０ ２５．５ ―９．５０
デンマーク ３２．０ ２５．０ ―７．００
日 本 ４２．０ ４０．７ ―１．３１
英 国 ３０．０ ２８．０ ―２．００
平 均 ３３．９ ２７．９ ―５．９６
出典：“KPMG’ S CORPORATE AND INDIRECT TAX SURVEY 2010”
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らない水準になっている。このように，国内企業の海外シフトを防止し，国内
への投資を阻害しないようにするため，法人税は世界的に見て，引き下げ競争
状態にある。
フィンランドもこの世界的潮流の下，法人税を２０００年の２９％から２０１０年
には２６％と，１０年で３ポイント引き下げている。オランダの２５．５％よりは０．５
ポイント高いが，英国の２８％よりは２ポイント低い水準である。
２） 租税条約の比較
図表１４は，Tax Note Online の租税条約
データベースを利用して，いくつの国と租
税条約を締結しているかをカウントしたも
のである。英国が一番多く，１１３カ国と租
税条約を締結している。フィンランドは，
６４カ国と租税条約を締結しており，日本，
米国と比較して多くなっている。人口が同
規模で貿易センター化を政策としているシ
ンガポールとほぼ同数である。
つぎに，租税条約における税率を比較したものが図表１５である。税率は配
当，利子，ロイヤルティに分けて表示している。また，同じ種目であっても内
容により税率が異なることがある。そこで，図表１５では，複数の税率がある
場合，下限と上限とにわけて平均，モード，メディアンを示している。
配当に対する税の平均値を比較すると，英国とオランダが６．１％となってお
り他よりも低い。しかし，モードは英国が０％，オランダが５％であり，英国
の方が配当を全額非課税とする相手国が多いことがわかる。
フィンランドの配当に対する税の平均値は６．６％で，オランダ，英国よりも
０．５ポイント高いだけである。日本の８．０％よりは低い水準で，シンガポール
とほぼ同程度である。
租税条約締結国が多い英国を基準に，英国が租税条約を締結している同一国
と，その他の国が締結している税率との差額を計算し，その平均を計算したも
のが図表１６である。なお，計算にあたっては，図表１５における下限の税率で
差額を計算している。この基準で比較すると，配当ではオランダが一番有利な
条約を結んでいることがわかる。ただし，利子，ロイヤルティについては米国
図表１４ 主要国の租税条約締結国数
租税条約締結国数
フィンランド ６４
日 本 ５０
英 国 １１３
オ ラ ン ダ ８９
米 国 ５８
シンガポール ６７
出典：Tax Note Online のデータを元に作成。
２０１１年現在のデータである。
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図表１５ 主要国の租税条約における税率比較（％）
下 限 上 限
配当 利子 ロイヤルティ 配当 利子 ロイヤルティ
フィンランド 平 均 ６．６ ６．７ ５．４ １３．９ ７．６ ７．９
モ ー ド ５ １０ ０ １５ １０ １０
メジアン ５ １０ ５ １５ １０ １０
最 高 ２０ １５ ２５ ４７ ２５ ２５
日 本 平 均 ８．０ ９．４ ７．９ １３．９ １０．４ ９．７
モ ー ド １０ １０ １０ １５ １０ １０
メジアン １０ １０ １０ １５ １０ １０
最 高 １５ １２．５ １５ ２０ ２５ ２５
英 国 平 均 ６．１ ６．８ ５．５ １３．７ ７．６ ６．８
モ ー ド ０ ０ ０ １５ １０ ０
メジアン ５ １０ ５ １５ １０ １０
最 高 ２０ １５ １５ ２５ ２５ ２５
オ ラ ン ダ 平 均 ６．１ ６．０ ５．２ １４．９ ７．１ ６．７
モ ー ド ５ １０ ０ １５ １０ １０
メジアン ５ ８ ５ １５ １０ ８
最 高 １５ ２５ ２０ ３５ ２５ ２５
米 国 平 均 ６．９ ４．９ ４．６ １５．４ ７．６ ７．１
モ ー ド ５ ０ ０ １５ １０ １０
メジアン ５ ０ ５ １５ １０ １０
最 高 ２０ １５ １５ ２５ １７．５ ２５
シンガポール 平 均 ６．７ ７．８ ８．０ １０．６ ８．６ ８．７
モ ー ド ５ １０ １０ １５ １０ １０
メジアン ５ ８ ８ １０ １０ １０
最 高 ４０ １５ １５ ４０ ２５ ２５
出典：Tax Note Online のデータを元に作成。２０１１年現在のデータである。
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が一番有利であり，英国とオランダは同等である。
日本企業は，欧州圏内に統括会社を設置する際，オランダ，英国を利用する
ことが多い。それは，租税条約を多くの国と有利な条件で結んでいるため，オ
ランダ，英国からの出資という形態をとった方が有利だからである。
フィンランドは，税率で見ると英国と比べ０．１～０．２ポイントだけ高いのみ
である。租税条約の税率面だけでみると，オランダ，英国とほぼ同水準である
ということがいえる。
６． フィンランド進出日系企業と進出目的
フィンランドに進出している日系企業は，東洋経済社の海外進出企業総覧の
データによると，図表１７に示すとおり３０社ある。進出年を見ると，１９９０年
台が１１社，２０００年台が１２社と過半の進出企業が１９９０年代以降となっている。
業種的には，製造拠点としての進出は少なく，精密機器，電子機器，機械等の
販売拠点としての進出が多い。
また，フィンランドでは，森林が多く木材，パルプ等が伝統的な産業であっ
たことから，感熱紙の製造，住宅用建築資材の製造を行っている企業もある。
水資源が豊富で空気がきれいという環境があるため製薬で製造を行っている企
業もある。チェーンソー等，フィンランド向けの機械を扱う企業もある。とこ
ろが，フィンランドが力を入れている情報等ソフトウェア関連で進出している
企業は１社と少ない。
一方，フィンランドから日本に進出している企業は，東洋経済社の外資系企
業総覧のデータによると，図表１８に示すとおり２０社ある。進出年をみると，
図表１６ 英国を基準とした租税条約における税率の比較（％）
配 当 利 子 ロイヤルティ
フィンランド ０．１ ０．２ ０．１
日 本 １．８ ４．０ ３．０
英 国 － － －
オ ラ ン ダ －０．４ －０．０ ０．０
米 国 ０．２ －１．３ －０．５
シンガポール ０．３ ２．３ ２．９
出典：Tax Note Online のデータを元に作成。２０１１年現在のデータである。
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１９８０年代以前が７社，１９９０年代が７社，２０００年台が５社である。業種では，
パルプ，製紙，木材関連企業が５社と多い。携帯電話のノキアが１９８９年に進
出して以降，エフセキュア，テクラ，ブランコといった情報関連企業の進出も
図表１７ フィンランド
No. 進出年 会 社 名 業 種
１ １９４１ Canon Oy 機械卸売
２ １９６３ Brother Finland OY 機械卸売
３ １９８０ Hoya Lens Finland OY 精密機器
４ １９８６ OMRON Electronics OY 電気機器卸売
５ １９８７ Kyocera Mita Finland OY 機械卸売
６ １９９１ Konica Minolta Business Solutions Finland OY 電気機器卸売
７ １９９２ Jujo Thermal OY パルプ・紙
８ １９９４ Misawa Homes of Finland OY 他製造業
９ １９９５ Biaxis OY,Ltd. 化学
１０ １９９５ Toyota Finance Finland OY 他金融
１１ １９９５ Panasonic (CIS) OY 貸金・信販・カード
１２ １９９６ Oki Systems (Finland) OY 電気機器卸売
１３ １９９７ Santen OY 医薬品
１４ １９９７ Canon North-East Oy 機械卸売
１５ １９９７ NaNa Eurooppa OY 他卸売
１６ １９９８ Teamware Group Oy 情報・システム・ソフト
１７ ２０００ Olympus Finland OY 精密機器卸売
１８ ２００１ SMC Pneumatics Finland OY 機械卸売
１９ ２００１ Makita OY 電気機器卸売
２０ ２００２ Furuno Finland OY 電気機器卸売
２１ ２００４ K Line (Finland) OY 倉庫・物流関連
２２ ２００４ FM-International Oy FINNMAP 他サービス
２３ ２００５ AAF International OY 他製造業
２４ ２００５ Shimano Nordic Cycle OY 輸送用機器卸売
２５ ２００８ Kuraray Nordic Ab Oy 化学卸売
２６ ２００８ Rocla Oyj 機械
２７ ２００８ Toyota Tsusho Nordic OY 輸送用機器卸売
２８ ２００９ AB LKI Kaldman OY 機械卸売
２９ n/a Hitachi Power Tools Finland Oy 機械卸売
３０ n/a Ricoh Finland OY 機械卸売
出典：東洋経済社の「海外進出企業総覧」データベースで作成
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ある。日本を市場と見なした販売拠点が多い。一方，情報関連企業は，日本向
けにカスタマイズする必要性からか，開発拠点としての側面をもっている。
以上から，フィンランド政府が力を入れている電子機器，金属・機械，ケミ
進出日系企業
業務内容 出資企業
全事業製品の販売 キヤノン
ブラザー製品の販売 ブラザー工業
眼鏡用レンズの製造・販売及びフレーム，関連機器の販売 HOYA
制御機器の販売 オムロン
複写機・プリンタの販売 京セラミタ
複写機，資材等の販売 コニカミノルタ
感熱紙の製造・販売 日本製紙
住宅用建築資材の製造・輸出 ミサワホーム
二軸延伸ナイロンフィルムの製造 双日
自動車の販売金融 トヨタ自動車
CIS 向けストックポイント，ファイナンス パナソニック
プリンタ機器の販売・サービス OKI
医療用眼科医薬品の研究開発・製造・販売 参天製薬
全事業製品の販売 キヤノン
フィンランド産木材・建材の日本向け販売・加工 七谷川木材工業社
グループウエアの販売・保守 富士通
自社製品の販売 オリンパス
空気圧機器の販売 SMC
電動工具等の販売 マキタ
船舶用電子機器の輸入販売・サービス 古野電気
海運代理店業 川崎汽船
現地調査，航空写真等のデータ収集・処理及び地図作成 パスコ
エアフィルタ製品の製造・販売 ダイキン工業
自転車部品，シューズの販売 シマノ
クラレ製品の輸入・販売 クラレ
屋内物流機器の製造・販売・サービス等 三菱重工業
トヨタ車両の販売 豊田通商
板金機械用の周辺機器装置の製造 アマダ
電動工具等の販売 日立工機
リコー製品の販売 リコー
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カル等の分野での日本企業進出は少ない一方，フィンランドから日本に進出し
ている企業は情報関連企業が多い。以上から，フィンランド政府の産業構造改
革は，自国のフィンランド企業には効果的には働いているが，他国の企業を自
図表１８ 日本に進出しているフィンランド系企業
No. 進出年 会 社 名 業 務 内 容
１ １９７３ カーゴテック・ホールディング
ズ・ジャパン（株）
荷役機械・器具および部品の製造・輸入・販
売
２ １９７５ ストゥーラエンソジャパン（株） 紙パルプ輸出入代理業
３ １９７６ バンドー・ショルツ（株） 工業用コンベヤベルトの製造・輸入・販売
４ １９８０ UPM キュンメネ・ジャパン（株） グラビア紙，コート紙，中質紙，新聞用紙，
RFID，製材，合板等の販売
５ １９８３ ヴァイサラ（株） 気象観測用機器およびシステム，工場・研究
所などでの湿度，温度および露点測定用シス
テムの輸入販売
６ １９８５ アメアスポーツジャパン（株） テニス用品，野球用品等の輸入・製造・販売
７ １９８９ ノキア・ジャパン（株） 携帯電話端末向けの R&D，部品のソーシン
グ活動
８ １９９１ （株）ホンカ・ジャパン ログハウスの輸入・卸売
９ １９９１ メッツォ・ミネラルズ・ジャパ
ン（株）
金属及び廃棄物リサイクル処理用機械の輸入
・販売・アフターサービス
１０ １９９２ アールストロームジャパン（株） 不織布，フィルター，特殊紙，グラスファイ
バー素材の販売・輸出入
１１ １９９７ バルチラジャパン（株） 中速ディーゼル機関の輸入・製造・販売
１２ １９９８ エルコテックジャパン（株） EMS（外部生産受託業）
１３ １９９８ （株）HALTON 業務用厨房換気天井システムの設計，施工，
輸入販売，メンテナンス
１４ １９９９ エフセキュア（株） セキュリティーソフトの開発，販売
１５ ２００１ オウトクンプ（株） ステンレス製品の輸入・販売
１６ ２００１ テクラ（株） ソフトウエアの開発，コンピュータおよび周
辺機器の開発・販売，他
１７ ２００３ メッツォオートメーション（株） 製紙，パルプ機械の販売・エンジニアリング
・アフターサービス
１８ ２００３ メッツォペーパージャパン（株） 金属及び廃棄物リサイクル処理用機械の輸入
・販売・アフターサービス
１９ ２０１０ （株）ブランコ・ジャパン データ消去ソフトの販売及びサービスの提供
２０ n/a 日本サブコール（株） 外部電源防食システム「サブコールシステ
ム」の販売
出典：東洋経済社の「外資系企業総覧」データベースで作成
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国に引きつけるまでには至っていない可能性がある。
１） インタビュー調査によるフィンランド進出日系企業の進出目的
フィンランドに進出している日系企業の現地法人であるＡ社及びＢ社の２社
に，進出目的などを２００９年２月末頃，インタビュー調査した。その結果は，
以下の通りである。
まず，Ａ社は，日本の家電メーカーの子会社で，AV 機器，白物家電の販売，
マーケティング，アフターサービスまでを行う販売会社である。フィンランド
市場は，スウェーデンにある子会社が担当しており，Ａ社は担当していない。
Ａ社は，ロシア，ウクライナ，コーカサス，中央アジアなど１２カ国を担当し
ている。それぞれの国には子会社があり，ヘルシンキが統括会社 (HQ) の役割
を果たしている。１９８０年代は，商社を通じたオフショア型のビジネスをして
いたものの，１９９６年に現地法人を設立した。
Ａ社では，フィンランドに HQ として進出したメリットとして，海上輸送
とシベリア鉄道を使える物流の拠点となる点，ロシアマーケットに対するプロ
フェッショナルがいる点，サンクトペテルブルグに直接アクセスできる点，ロ
シアに対するインフラが整っている点をあげている。また，物流は，海運が主
でドイツから輸送することが多いものの，ロシア向けの商売は，ドイツよりも
フィンランド政府の方が柔軟である点を指摘していた。ロシアとの結びつきが
深いフィンランドでは，歴史的な経緯からロシア向けの物流業者の数が多く，
通関ポイントとのパイプができているためであるという。それゆえ，同業界で
は，ロシア向け物流拠点としてフィンランドを選択する企業が多いという。
つぎに，Ｂ社は，日本の電気製品メーカーの子会社である。１９９７年に駐在
員事務所を開設したが，駐在員事務所では，自社通関が難しいので２００１年に
現法設立を設立した。Ｂ社の設立の目的は，ロシアビジネスの深耕であった。
実際に半分はロシア向けビジネスとなっている。
物流拠点として，ロシア国境まで３５km に位置するフィンランド東部のハミ
ナ港に保税倉庫を有している。フィンランドを介して輸出するメリットは，サ
ービス面で国のサポートがある点，安全で IT インフラも整っている点，フィ
ンランド東部は倉庫料，人件費が安い点，税金を下げられる点，監査も緩い点
などがあるとのことであった。
Ｂ社はロシアでのアフターケア，ブランドマネジメントなどを担当している。
現代資本主義の経済的，政治的，社会的，文化的矛盾
― ―８７
Ｂ社ではロシアにも現地法人を有しており，フィンランドからの輸出はそこに
任していた。ロシアは規制が頻繁に変わり，それに精通していないと通関が遅
れることになるからである。ロシアの現地法人は，通関の代理人を通じ通関ポ
イントと契約を結び，スピーディーかつ税金を節約して通関する仕組みを構築
しているとのことであった。
以上のように，Ａ社，Ｂ社ともにフィンランド進出目的は，ロシア貿易のゲ
ートウェイとしての位置づけが主であった。地理的にロシアに近く物流上有利
なこと，フィンランドを通すと税金を節約できる可能性があることが背景にあ
ることがわかった。図表１７でみたように，フィンランドに進出している日本
企業では，精密機器，電子機器，機械等で卸売拠点が多いのは，ロシア向けビ
ジネスの拠点としての可能性が高いと考えられる。
２） ロシアとの貿易
前項で日系企業はフィンランドをロシアビジネスの拠点としてみていること
がわかった。そこで，以下では，フィンランドならびにロシアの貿易統計等を
分析する。
まず，フィンランドの２０１０年における主要貿易相手国は，図表１９の通りで
ある。ロシアが地理的に近いということもあり，輸入では１位，輸出では３位
に位置づけられる。次に，ロシアからみた主要な輸入先は図表２０の通りであ
る。日本は，ロシアにとって第５位の位置を占めている。
辻 [2010] の調査によると，日本企業は，１９９６年以降，フォーワーダーと組
んでロシア貿易が盛んになったとのことである。これは，オフショア通関と呼
ばれ，フィランドの保税倉庫が使いやすいこと，内陸通関が比較的容易である
ことなどが背景にあったという。また，辻 [2010] は，フィンランドを通じた
ロシア貿易の問題点として，ロシア側通関業者の間で違法な脱税行為が行われ
ていたことを指摘している。通関直前にロシア側業者によりインボイスが書き
換えられ，関税を割引く行為が日常的に行われ，グレー通関と呼ばれていたと
いう。この指摘は，前項のＡ社及びＢ社がともに，フィンランドを通じたロシ
ア向け貿易では，税金を節約できるメリットがあると指摘していたことと符合
する。
また，フィンランド，日本，ロシア間の租税条約上の税率は，図表２１に示
したとおりである。フィンランドと日本の間では，配当，利子，ロイヤルティ
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図表１９ フィンランドの２０１０年における主要貿易相手国
輸 入 輸 出 貿易収支
百万ユーロ ％ 百万ユーロ ％ 百万ユーロ
ロシア ９，１６３ １７．８ ４，６８９ ９．０ －４，４７４
ドイツ ６，８３６ １３．３ ５，２６４ １０．１ －１，５７１
スウェーデン ５，２２０ １０．１ ５，９８７ １１．４ ７６７
中国 ３，７７６ ７．３ ２，６８７ ５．１ －１，０８９
オランダ ２，７９８ ５．４ ３，５４５ ６．８ ７４７
米国 １，７６７ ３．４ ３，６７２ ７．０ １，９０５
英国 １，６０３ ３．１ ２，５０４ ４．８ ９０１
フランス ２，０１２ ３．９ １，７７５ ３．４ －２３７
イタリア １，４２９ ２．８ １，３６５ ２．６ －６３
ベルギー １，２２３ ２．４ １，５１８ ２．９ ２９５
その他の国々 １５，６７５ ３０．４ １９，３６６ ３７．０ ３，６９１
合計 ５１，５００ １００ ５２，３７２ １００ ８７３
出典：National Board of Customs (Finland)
図表２０ ロシアの輸入統計（国・地域別）
（単位：１００万ドル，％）
２００９年 ２０１０年
金 額 金 額 構成比 伸び率
輸入総額 (CIF) １６７，３４８ ２２９，０４５ １００．０ ３６．９
中国 ２２，７９５ ３９，０３６ １７．０ ７１．２
ドイツ ２１，２２８ ２６，７１３ １１．７ ２５．８
ウクライナ ９，１３０ １４，０４４ ６．１ ５３．８
米国 ９，１６９ １１，１３５ ４．９ ２１．４
日本 ７，２５２ １０，３００ ４．５ ４２．０
フランス ８，４３１ １０，１１７ ４．４ ２０．０
イタリア ７，８９０ １０，０４４ ４．４ ２７．３
ベラルーシ ６，７１８ ９，８１６ ４．３ ４６．１
韓国 ４，８６６ ７，２７２ ３．２ ４９．５
ポーランド ４，２１３ ５，８２５ ２．５ ３８．２
インド ３，４７８ ４，０８０ １．８ １７．３
ブラジル １，５２５ ２，１４２ ０．９ ４０．５
JETRO 調査，〔出所〕ロシア連邦税関局
(http://www.jetro.go.jp/world/russia_cis/ru/stat_04/)
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ともに１０％の税率である。一方，フィンランドとロシアの間では，配当は５
％もしくは１２％の税率であるものの，利子，ロイヤルティは無税である。ま
た，日本とロシアの間の租税条約は，１９８６年の日ソ租税条約を継承しており，
配当１５％，利子１０％，ロイヤルティ０％もしくは１０％の税率である。
このように，フィンランド，日本ともロシアに接する国であるが，フィンラ
ンドのほうが租税条約上は有利である。このため，フィンランドに現地法人を
作る際は，日本から直接出資するよりも，フィンランドを通じたほうが有利に
なると考えられる。Ａ社，Ｂ社のフィンランド子会社の位置付けも，まさにこ
の点にあるといえよう。
７． 結論と今後の課題
フィンランドは，１９９０年はじめの不況期以降，GDP に対して高い R&D 費
を支出し，また，シトラやテケスといったベンチャー・ファイナンスを含む産
業政策を行ってきた。その結果，産業構造をパルプ・紙産業から電子機器に，
さらに，金属・機械，ケミカルに転換してきた。その結果，日本より高い一人
あたりの GDP をあげ，国際競争力ランキングでも，２０１１年は４位と高位を獲
得している。
さらに，大学院までの教育が無料という教育レベル向上のための政策も維持
している。その結果，PISA の調査で国民が国際的にみて高い教育レベルに達
していることが示されている。ただし，若年層の失業率は２０％前後と他の階
層と比べ高く，雇用のミスマッチを引き起こしている可能性がある。
税制面では，法人税は英国，オランダ並みに低く維持している。また，租税
条約を多くの国，かつ税率面でも英国等と遜色のない有利な条件で結んでいる。
特に，フィンランドとロシアの間では，低い配当課税と利子，ロイヤルティを
無税とする租税条約もある。
図表２１ フィンランド，日本，ロシア間の租税条約上の税率（％）
配当 利子 ロイヤルティ
フィンランド－日本 １０／１５ １０ １０
フィンランド－ロシア ５／１２ ０ ０
ロシア－フィンランド １５ １０ ０／１０
出典：Tax Note Online のデータを元に作成。２０１１年現在のデータである。
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日本企業がフィンランドに進出するのは，ロシア向け貿易のトランジット拠
点としての魅力が大きいからである。これは，地理的にロシアに近く物流上有
利なことに加え，フィンランドを通すと税金を節約できる点が評価されている
ようである。
フィンランドは，人口が５３８万人と小国である。人口が同規模のシンガポー
ルは，アジアで貿易センターとしての地位を確立するための諸施策を実施して
いる。フィンランドでは，前述のイノベーション政策が注目を浴びることが多
いが，貿易のハブとしての位置づけも一つの重要な視点であると考えられる。
もっとも，ヨーロッパ圏には，日本企業が統括会社を置くことが多いオラン
ダや，アメリカと並ぶ金融センターがロンドンにある。港湾取扱量が世界的に
大きいロッテルダム，ハンブルグ，アントワープもある。貿易センターの観点
からは，貿易関連取引を支える情報ネットワーク，金融センター機能に加え，
欧州内でのサプライチェーンの機能分担もテーマになると考えられる。これら
の分析は，今後の課題である。
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